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１．18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(１)経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 20,940 9.4 9,947 24.8 10,881 21.6
17年3月期 19,138 7.2 7,973 25.5 8,946 28.7

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり

当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 11,068 17.8 43 42 43 40 5.5 4.9 52.0
17年3月期 9,392 15.0 40 31 40 29 5.0 4.1 46.7

（注）①期中平均株式数 18年3月期 253,637,447株 17年3月期 231,652,519株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

      ④平成17年11月18日付をもって普通株式1株を1.1株に分割いたしました。

 　　 ⑤株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の平成17年3月期の１株当たり当期純利益は36円64銭、

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は36円63銭であります。

(２)配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 18 00 7 00 11 00 4,397 40.0 2.1
17年3月期 14 00 5 50 8 50 3,243 34.7 1.7

（注）株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の平成18年3月期、平成17年3月期の１株当たり年間配当金は

　　　それぞれ17円36銭、12円73銭であり、配当性向は当該補正後の１株当たり年間配当金に基づき算出しております。

(３)財政状態  

総　資　産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 235,548 209,621 89.0 827 55
17年3月期 210,741 192,274 91.2 829 86

（注）①期末発行済株式数 18年3月期 253,236,305株 17年3月期 231,629,223株

②期末自己株式数 18年3月期 3,299,143株 17年3月期 1,584,821株

　　　③株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の平成17年3月期の１株当たり株主資本は754円42銭であります。

２．19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売　上　高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 16,000 11,000 11,000 9 00 － －

通  期 21,500 11,000 12,000 － 9 00 18 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）47円39銭

（注）上記の予想は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値等を確約したり、保証するものでは

ありません。



１．財務諸表

（1）貸　借　対　照　表
（平成18年3月31日現在）

株式会社　日清製粉グループ本社

 （単位：百万円）

科      　　　    目 前　　　期
（ 17.3.31 ）

当　　　期
（ 18.3.31 ）

比    較
（ △ は 減 ）

資　  産　  の　  部 210,741 235,548 24,806

 流  動  資  産 35,689 39,004 3,315

   現　　金　　及　　び　　預　  金 25,705 21,910 △3,795

   売  　　　　　 掛 　　　　    金 99 120 21

   有　  　　価　　　  証　　　  券 6,483 13,939 7,455

   前  　　　払　　　  費　　　  用 18 22 4

   繰    延　  税　  金 　 資 　 産 504 513 8

   そ  　　　　   の　　　　     他 2,877 2,498 △379

固  定  資  産 175,051 196,543 21,491

有 形 固 定 資 産 18,920 20,070 1,149

   建 　　　　　　　　　         物 6,495 6,045 △450

   構   　　　　  築　　　　     物 314 290 △24

   機 　　　 械　　　  装　　　  置 522 539 17

   車　　 輌　  　運 　 　搬　 　具 5 4 △1

   工　  具　  器　  具  　備  　品 693 572 △120

   土       　　　　　　　　　   地 10,755 10,756 1

   建 　　設　 　 仮　　　勘 　　定 132 1,860 1,728

  無 形 固 定 資 産 2,099 1,753 △346

   借 　　　　    地　　　　     権 395 402 7

   ソ　　フ　　ト　　ウ　　ェ　　ア 1,409 1,281 △127

   ソ　フ　ト　ウ　ェ　ア　仮 勘 定 223 － △223

   そ  　　　　   の　　　　     他 70 68 △1

  投 資 そ の 他 の 資 産 154,031 174,720 20,688

   投　　資　　有　　価　　証　　券 41,702 61,233 19,530

   関 　 係　  会 　 社    株    式 88,077 89,224 1,146

   関    係    会    社    社    債 199 － △199

   出　　　　     資 　　　　    金 593 456 △137

   関   係   会   社   出   資   金 50 307 257

   従 業 員 に対する 長 期 貸 付 金 139 100 △39

   関  係  会  社  長  期  貸 付 金 23,012 23,046 33

   長    期    前    払    費    用 9 8 △1

   そ             の             他 484 474 △9

    貸     倒      引      当     金 △238 △130 107

資 　 産　  合　  計 210,741 235,548 24,806
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科      　　　    目 前　　　期
（ 17.3.31 ）

当　　　期
（ 18.3.31 ）

比    較
（ △ は 減 ）

負　　債　　の　　部 18,466 25,926 7,460

流  動  負  債 3,638 3,666 27

短     期      借      入     金 8 7 △1

未             払             金 187 427 239

未        払        費        用 1,930 1,674 △256

預             り             金 1,461 1,507 46

そ             の             他 50 49 △1

固  定  負  債 14,827 22,260 7,433

長     期      借      入     金 129 92 △36

繰    延    税    金    負    債 11,067 19,364 8,297

退   職   給   付   引   当   金 3,138 2,409 △729

役  員  退  職  慰  労  引 当 金 442 － △442

そ             の             他 49 394 344

資  　本　  の　  部 192,274 209,621 17,346

資  　  本  　  金 17,117 17,117 －

資　本　剰　余　金 9,452 9,500 47

 資      本       準      備     金 9,446 9,500 53

 そ   の   他  資   本   剰  余  金 5 － △5

 自   己  株   式  処  分  差  益 5 － △5

利　益  剰  余  金 146,430 153,847 7,416

 利      益       準      備     金 4,379 4,379 －

 任      意       積      立     金 109,915 115,904 5,989

 配   当   引   当   積   立   金 2,000 2,000 －

 特   別   償   却   準   備   金 31 17 △14

 固  定  資  産  圧  縮  積 立 金 1,064 1,117 53

 固 定 資 産 圧 縮 特別勘定積立金 49 － △49

 準     備      積      立     金 106,770 112,770 6,000

 当   期   未   処   分    利    益 32,135 33,563 1,427

その他有価証券評価差額金 20,680 32,277 11,597

自  　己　  株　  式 △1,406 △3,122 △1,715

負 債 及 び 資 本 合 計 210,741 235,548 24,806

株式会社日清製粉グループ本社【個別】

(2)



（2）損　益　計　算　書

平成17年4月1日から
（　　　　　　　　　　　）

平成18年3月31日まで

 （単位：百万円）

科　　　　目 前　　　期
（16.4.1～17.3.31）

当　　　期
（17.4.1～18.3.31）

比　　較
（△は減）

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

の

部

営　　業　　収　　益 19,138 20,940 1,801

営　　業　　費　　用 11,164 10,993 △171

営　　業　　利　　益 7,973 9,947 1,973

営

業

外

損

益

の

部

営　業　外　収　益 1,052 1,051 △0

受　　取　　利　　息 278 350 72

受　取　配　当　金 422 529 107

そ　　　 の 　　　他 351 171 △180

営　業　外　費　用 79 117 38

支　　払　　利　　息 9 6 △3

そ　　　 の　　　 他 70 111 41

経　　常　　利　　益 8,946 10,881 1,934

特

別

損

益

の

部

特　　別　　利　　益 1,204 566 △638

固 定 資 産 売 却 益 92 382 290

投資有価証券売却益 1,112 － △1,112

関係会社株式売却益 － 76 76

貸倒引当金戻入益 － 107 107

特　　別　　損　　失 195 － △195

固 定 資 産 除 却 損 195 － △195

税  引  前  当  期  純  利  益 9,955 11,448 1,492

法 人 税、住 民 税 及び 事 業 税 28 17 △11

法  人  税  等  調  整  額 534 362 △172

当　  期  　純  　利  　益 9,392 11,068 1,676

前　 期 　繰 　越 　利 　益 24,017 24,122 105

自  己  株  式  処  分  差  損 － 16 16

中    間    配    当    額 1,274 1,611 337

当　期  未  処  分  利  益 32,135 33,563 1,427
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券………………償却原価法

子会社及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………定率法。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

無形固定資産…………………定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

長期前払費用…………………均等償却

３．引当金の計上基準

貸倒引当金……………………金銭債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤

務債務は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数による定額法によ

り按分した額を費用処理することとしております。数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　＜追加情報＞　

　当期において当社は、役員退職慰労金制度を廃止いたしました。なお、重任役員については、平成17年6月開

催定時株主総会終了時までの在任期間に対応する退職慰労金を退任時に支払うこととし、その未支給額を固定

負債の「その他」へ振替えております。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

＜会計方針の変更＞

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 　　当期から、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適

用指針第6号　平成15年10月31日）を適用しております。なお、これによる影響はありません。
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注記事項

（貸借対照表関係）

　１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　２．有形固定資産の減価償却累計額 前期 当期

13,903百万円 14,257百万円

　３．換地により取得した土地の取得価額から控除した圧縮記帳額

前期 当期

1,156百万円 －百万円

　４．保証債務 前期 当期

553百万円 412百万円

　５．授権株数 前期 当期

普通株式 461,672,000株 932,856,000株

　  但し、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式について、これに相当する

    株式数を減ずることとなっております。

前期 当期

  発行済株式総数 普通株式 233,214,044株 256,535,448株

　６．自己株式数 前期 当期

普通株式 1,584,821株 3,299,143株

　７．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は32,277百万円であります。

（損益計算書関係）

　１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　①前事業年度

貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 2,036百万円 17,893百万円 15,857百万円

関連会社株式 200百万円 215百万円 14百万円

合　計 2,236百万円 18,108百万円 15,871百万円

　②当事業年度

貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 2,635百万円 18,873百万円 16,238百万円

関連会社株式 200百万円 343百万円 142百万円

合　計 2,836百万円 19,216百万円 16,380百万円
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（税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当期（平成18年3月31日現在）

繰延税金資産

退職給付引当金 2,309百万円

投資有価証券等 225

賞与引当金 207

商標使用許諾料 191

未払役員退職慰労金 139

調査研究費 121

その他 786

繰延税金資産小計 3,981

繰延税金負債との相殺 △3,468

繰延税金資産の純額 513

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △22,061百万円

固定資産圧縮積立金 △765

その他 △5

繰延税金負債小計 △22,832

繰延税金資産との相殺 3,468

繰延税金負債の純額 △19,364

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

当期（平成18年3月31日現在）

法定実効税率 40.6％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △37.7

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.3％
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（１株当たり情報）

前　　　期
（16.4.1～17.3.31）

当　　　期
（17.4.1～18.3.31）

１株当たり純資産額 829円86銭

１株当たり当期純利益 40円31銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 40円29銭

１株当たり純資産額 827円55銭 

１株当たり当期純利益 43円42銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 43円40銭 

　当社は平成17年5月12日開催の取締役会において、平成

17年11月18日付をもって普通株式１株を1.1株に分割する

ことを決議しております。

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期

における１株当たり情報及び当該株式分割が当期首に行わ

れたと仮定した場合の当期における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。

 

前　　期 当　　期

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額
734円00銭 754円42銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益
31円68銭 36円64銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

31円68銭 36円63銭

　当社は平成17年11月18日付をもって普通株式１株を1.1

株に分割しております。

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期

における１株当たり情報は、以下のとおりとなります。

 

１株当たり純資産額 754円42銭 

１株当たり当期純利益 36円64銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 36円63銭 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項　　　　目
前　　　期

（16.4.1～17.3.31）
当　　　期

（17.4.1～18.3.31）

損益計算書上の当期純利益（百万円） 9,392 11,068

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）

取締役賞与金 55 55

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,337 11,013

普通株式の期中平均株式数（株） 231,652,519 253,637,447

当期純利益調整額（百万円） － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式増加数の主要な内訳（株）

新株予約権 86,901 137,735

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
－ －
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（重要な後発事象）

前事業年度
（16.4.1～17.3.31）

当事業年度
（17.4.1～18.3.31）

（株式分割）  

　平成17年5月12日開催の当社取締役会において、株主

に対する利益還元の一環として、また当社株式の流動性

の更なる向上を図るため、平成17年11月18日（金曜日）

付をもって、次のとおり普通株式１株を１．１株に分割

することを決議しております。

――――　　

（1）分割により増加する株式数

普通株式とし、平成17年9月30日（金曜日）最終の発行

済株式総数に0.1を乗じた株式数とする。

ただし、計算の結果１株未満の端数株式が生じた場合に

は、これを切り捨てる。

 

 

 

（2）分割の方法

平成17年9月30日（金曜日）最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株

につき１．１株の割合をもって分割する。ただし、分割

の結果生ずる１株未満の端数株式は、これを一括売却又

は買受けし、その処分代金を端数の生じた株主に対し、

その端数に応じて分配する。

 

 

（3）配当起算日

分割によって増加する株式の配当起算日は平成17年10月

１日（土曜日）とする。

 

 

（4）その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取

締役会において決定する。

　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期

における１株当たり情報及び当該株式分割が当期首に行わ

れたと仮定した場合の当期における１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりとなります。

 

　

前期 当期

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

734円00銭 754円42銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

31円68銭 36円64銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

31円68銭 36円63銭
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（3）利　益　処　分　案

 （単位：百万円）

摘　　　　　　　　要 前　　 期
（17年3月期）

当　 　期
（18年3月期）

比　　較
（△ は 減）

  当   期   未   処   分   利   益 32,135 33,563 1,427

  特  別  償  却 準 備 金 取 崩 額 14 9 △4

  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金取崩額 40 63 23

  固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 49 － △49

計 32,240 33,636 1,396

 これを次のとおり処分します。

  利      益      配     当     金
 

1,968
（１株につき8.5円）

2,785
（１株につき11円）

816
 

  取    締    役    賞    与    金 55 55 －

  固  定  資  産  圧  縮  積 立 金 93 66 △27

  準      備      積     立     金 6,000 6,000 －

  次    期    繰    越    利    益 24,122 24,729 607

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．平成17年12月15日に1,611百万円（１株につき7円）の中間配当を実施いたしました。

３．特別償却準備金、固定資産圧縮積立金及び固定資産圧縮特別勘定積立金は租税特別措置法等

に基づくものであります。
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２．役員の異動（平成18年6月28日付）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆印は社外取締役・監査役

（１）代表者の異動

　　　該当事項はありません。

（２） その他の役員異動

　　　　① 新任取締役候補

　　　　　 取締役　　　　　　　　　　　　　　　　山　﨑　増　郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （現　執行役員）

　　　　　 取締役（非常勤）☆　　　　　　　　　　奥　村　有　敬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （現　監査役）

　　　　② 退任予定取締役

　　　　　 該当事項はありません。

　　　　③ 新任監査役候補

　　　　　 監査役☆　　　　　　　　　　　　　　　竹　内　　　昭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （現　東武鉄道㈱取締役資産管理部長）

　　　　　 監査役（非常勤）☆　　　　　　　　　　三　村　明　夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　新日本製鐵㈱代表取締役社長

　　　　④ 退任予定監査役

　　　　　 監査役　　　　　　　　　　　　　　　　奥　村　有　敬

　　　　　　 （取締役（非常勤）に就任の予定）

　　　　　 監査役　　　　　　　　　　　　　　　　畠　山　保　雄

（３） 執行役員の異動

　　　　① 新任執行役員候補

　　　　　 執行役員　　　　　　　　　　　　　　　本　井　博　文

　　　　　 執行役員　　　　　　　　　　　　　　　増　井　隆　夫

　　　　② 退任予定執行役員

　　　　　 執行役員　　　　　　　　　　　　　　　山　﨑　増　郎

　　　　　　 （取締役に就任予定）

　　　　　 執行役員　　　　　　　　　　　　　　　御　村　治　雄

 

＊上記の人事異動につきましては、平成18年4月27日に発表しております。

以　上
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